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 経済産業省中小企業庁（所在地、東京都千代田区）は、消費税率引き上げを前に消費税

の円滑な転嫁を推進するため、企業や個人事業者で発注等の契約業務を担当、管理する方

を対象に「消費税転嫁対策特別講習会」を 10月 2日（水）から全国で順次開催します。 

東京をはじめとする 15都道府県の第 1次募集の受付けを開始、募集締め切りは 10月 31

日（木）までです。その他 32県での開催は第 2次開催とし、詳細は 9月 30日（月）に発

表する予定です。 

 

消費税は価格転嫁を通じて最終的に消費者が負担するものですが、立場の弱い中小企

業・小規模事業者にしわ寄せが行く恐れがあることから、消費税を転嫁しやすい環境を整

備していくことが重要であり、本事業は、消費税の円滑な転嫁を推進するため、契約（購

買）担当者等を対象に、消費税転嫁対策特別措置法等に係る講習会を行うものです。 

 

 同講習会は、2013年 10月 2日（水）から全国 47都道府県 100会場において合計 200

回開催する予定です。第 1次は、北海道、宮城、栃木、千葉、東京、神奈川、新潟、石川、

愛知、三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、岡山の 15都道府県で、第 2次はその他 32県も含

めて開催する予定です。 

 お申し込みは「消費税転嫁対策特別講習会」WEBサイトの「お申込」ページにて、フォ

ームに必要事項を明記しお申込ください。 

 各地の実施日、会場等の詳細とお申込み方法は下記をご参照ください。 

 

 

消費税率引き上げ前に、消費税の円滑かつ適正な転嫁のため 

全国 100会場で講習会を実施 

 

企業や個人事業者で発注等の契約業務を担当・管理する方対象 

「消費税転嫁対策特別講習会」の募集開始 
 

実施日、場所：2013年 10月 2日（水）～、全国で順次開催 

第１次募集は 2013年 10月 31日（木）まで 



＜「消費税転嫁対策特別講習会」概要＞ 

 

■対象 

①特定事業者において特定供給者に対する発注等の契約業務を担当・管理する方 

②特定供給事業者において特定事業者との契約業務を担当・管理する方 

③取引一般における価格の表示を担当・管理する方 

※特定事業者（①大規模小売事業者 ②特定供給事業者から継続して商品・役務の供給を受

ける者） 

※特定供給事業者（①大規模小売事業者に継続して商品又は役務を供給をする事業者 ②資

本金等 の総額が 3億円以下である事業者 ③個人事業者） 

 

 

■内 容： 

消費税転嫁対策特別措置法等の基礎的な内容について解説を行います。 

●消費税転嫁対策特別措置法等の解説 

●消費税転嫁にかかるガイドラインの解説 

■時 間：2時間程度 

■講 師：税理士または中小企業診断士 

■規 模:50名程度 

■費 用 :参加料無料 

■会 場： 

【北海道】TAC札幌校 

TEL 011(242)4477（代） 

〒060-0005 札幌市中央区 

北 5条西 5丁目 7番地 sapporo55 3F 

【宮城】TAC仙台校 

TEL 022(266)7222（代） 

〒980-6125 仙台市青葉区 

中央 1丁目 3番 1号 アエル 25F 

【栃木】コンセーレ（一般財団法人栃木県青年会館） 

TEL 028-624-1417 

〒320-0066 宇都宮市駒生１丁目１−６ 

【埼玉】TAC大宮校 

TEL 048(644)0676（代） 

〒330-0854 さいたま市大宮区桜木町 1-10-17 

シーノ大宮サウスウィング 3F 



【千葉】TAC津田沼校 

TEL 047(470)1831（代） 

〒275-0026 習志野市谷津 1-16-1 

モリシア津田沼オフィス 11F 

【東京】TAC八重洲校 

TEL 03(6228)8501（代） 

〒104-0031 中央区京橋 1-10-7 

KPP八重洲ビル 4F 

【神奈川】TAC横浜校 

TEL 045(451)6420（代） 

〒220-0011 横浜市西区高島 2-19-12 スカイビル 25F 

【新潟】公益財団法人にいがた産業創造機構 

TEL 025-246-0025(代) 

〒950-0078 新潟市中央区万代島 5番 1号 

万代島ビル 9F・10F（NICOプラザ 11F） 

【石川】TAC金沢校（提携校） 

(エルアンドエルシステム北陸内) 

TEL 076(245)7605（代） 

〒921-8044 金沢市米泉町 7-28-1 

【愛知】TAC名古屋校 

TEL 052(586)3191（代） 

〒450-0002 名古屋市中村区名駅 1-2-4 

名鉄バスターミナルビル 10F 

【三重】津商工会議所 本所 津商工会館（津市丸之内） 

TEL 059-228-9141（代） 

〒514-0033 津市丸之内 29-14  

【滋賀】コラボしが 21 

TEL 077-511-1400(代） 

滋賀県大津市打出浜２番１号 

【京都】TAC京都校 

TEL 075(351)1122（代） 

〒600-8421 京都市下京区綾小路通烏丸西入童侍者町 159-1 

四条烏丸センタービル 

【大阪】TAC梅田校 

〒530-0015 大阪市北区中崎西 2-4-12 

梅田センタービル 4F(32階建てビル) 



【兵庫】TAC神戸校 

TEL 078(241)4895（代） 

〒651-0087 神戸市中央区御幸通 6-1-10 

オリックス神戸三宮ビル 

【岡山】岡山商工会議所 

TEL 086-232-2260（代） 

〒700-8556 岡山市北区厚生町 3丁目 1番 15号 

岡山商工会議所 総務部 

 

■お申込み方法 

＜オンライン申込のみ＞ 

消費税転嫁対策特別講習会事務局 WEBサイトにアクセスし、「お申込」ボタン押下、入力フ

ォームに必要事項を明記し申込み。 

■申込締切：説明会開催日 2日前（但し、定員に達した時点で受付終了とさせていただき

ます） 

■消費税転嫁対策特別講習会事務局 WEBサイト 

https://www.tenkataisaku.jp 

 

＜本講習会に関するお問い合わせ先＞ 

消費税転嫁対策特別講習会事務局 

ＴＥＬ/ＦＡＸ：03-3542-6012 Email: info@shitauke-guideline.jp 専用サイト： www.tenkataisaku.jp 

受付時間： 平日 9：30～17：30 （土曜、日曜、祝日は休み） 


